
令和元年度

男女共同参画社会に向けての意識調査
概要版

令和２年３月

福岡県人づくり・県民生活部 男女共同参画推進課
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回答者の特徴

男女の地位

性別役割分担意識

家庭生活

職業

働き続けるために必要なこと

地域活動

政治分野における男女共同参画

ＤＶ（配偶者や交際相手からの暴力）

悩みを相談する体制

男女共同参画社会の実現
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調 査 地 域

調査対象者

調 査 方 法

調 査 期 間

回 収 率

福岡県全域

１８歳以上７５歳未満の男女3,500人

郵送法

令和元年１２月３日（火）～１２月２０日（金）

有効回収数１,５３１人（有効回収率４３.７％）

目 次

調査の目的

調査の性格

この調査は男女共同参画社会（男女が、お互いの人権を尊重しつつ責任も分かち合い、

性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる社会）の実現を目

指し、さまざまな取組みを進めるために県民の男女共同参画に関する意識と実態を把

握し、今後の施策に反映させることを目的として実施しました。

※政令指定都市以外の地域は、抽出率に２倍の標本数を割り当てたので、集計にあたっては福岡市、北九州
　市を２倍に加重集計し、最終的に各地域の抽出率が同じになるようにしたため、集計回答総数は2,005と
　なっています。
※回答率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は100％にならないことがあります。
※本文中で参考として使用しているデータの出典は
　前回調査　「男女共同参画社会に向けての意識調査」
　　　　　　（平成26年度　福岡県新社会推進部男女共同参画推進課）
　全国調査　「男女間における暴力に関する調査」（平成29年度　内閣府）
　　　　　　「男女共同参画に関する世論調査」（令和元年度　内閣府）



1

未婚

女性
57.0%

男性
42.9%

0.1%

全  体

無回答

（N=2,005） 性
別

0% 25% 50% 75% 100%

全  体
（N=2,005）

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

全  体
（N=2,005）

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

全  体
（N=1,314）

女  性
（N=717）

男  性
（N=596）

１８・１９歳 ２０～
２９歳

３０～
３９歳

４０～
４９歳

無回答５０～
５９歳

６０～
６９歳

７０歳
以上

20.3

0% 25% 50% 75% 100%

配偶者
（パートナー）
がいる

配偶者
（パートナー）
と死別した

配偶者
（パートナー）
と離別した

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

二人ともフル
タイム（正社員
など）で働いて
いる

一人はフルタイム
（正社員など）、
一人はパートタイム
（非正規雇用など）
で働いている

二人ともパート
タイム（非正規
雇用など）で
働いている

夫（男性の
パートナー）
のみ働いて
いる

妻（女性の
パートナー）
のみ働いて
いる

無回答その他 二人とも
働いて
いない

2.2

2.5

1.9

7.4

7.8

7.0

13.4

14.8

11.5

18.5

18.2

19.0

19.2

20.6

17.4

24.8

23.6

26.6

13.6

11.8

15.9

0.8

0.7

0.7

20.3

20.4

65.5

62.8

69.3

3.7

5.4

1.5

5.7

7.1
3.8

4.6

4.3

5.0

21.9

24.0

19.5

28.2

26.1

30.9

3.7

2.8

4.9

24.1

23.0

25.3

4.7

4.2

5.4

2.0

2.4

1.5

14.8

16.9

12.2

0.5

0.7

0.3

１．回答者の特徴

●性　別

●配偶関係

●就労状況

●年　齢

・回答者の性別は、「女性」57.0％、「男性」42.9％。

・年齢区分では、「60代」が女性は23.6%、男性は26.6％で、男女とも最も多い。

・配偶関係は、65.5％が配偶者(パートナー)有、そのうち共働きが53.8％、片働きが28.8％。
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性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

⑤政治の場で

⑥法律や制度
のうえで

⑦社会通念、
習慣、しきた
りなどで

⑧社会全体で

①家庭生活で

②職場で

③学校教育の
場で

④地域活動・
社会活動の
場で

0% 25% 50% 75% 100% 女性優遇 男性優遇

女性の方が
優遇されて
いる

どちらかと
いえば女性
の方が優遇
されている

平  等 どちらかと
いえば男性
の方が優遇
されている

男性の方が
優遇されて
いる

わから
ない

無回答

2.6

2.4

22.75.0

37.37.8

38.3

35.0

23.7

10.8

4.6

5.2
3.2

1.4

0.8

2.8 8.6

22.15.3

27.7

34.3

36.7

24.0

15.7 6.4

9.4 4.1

2.1

0.4

0.5

2.5
45.1

51.55.5

18.6

12.0
4.3

24.8

23.5

4.0

2.8

0.7

1.3

5.2
27.5

37.48.1

32.7

30.7

14.6

8.8

15.7

11.3

3.6

2.3

0.6

2.2

4.2

9.3

23.5

42.9

28.4

24.2

21.4

11.2

18.0

8.1

3.9

2.1

0.5

0.5

1.8

2.1
7.8

14.9

36.4

44.4

43.1

31.6

6.8

4.4
3.6

2.1

0.2

0.7

1.2

1.6
5.4

17.1

27.7

31.9

53.2

39.7

9.3
7.0

3.0

2.1

0.4

1.9

2.8

4.9
8.1

17.7

51.8

53.3

26.9

15.8

7.3

4.4
2.8

2.1

4.6

7.6 62.0

10.2 45.8

6.1 58.3

11.4 52.4

2.9 23.2

6.0 16.3

5.9 47.3

9.4 39.5

1.4 80.9

2.3 71.6

4.8 49.8

11.5 35.4

2.3 79.5

2.6 76.0

3.2 78.7

6.8 69.1

●男女の地位の平等感

２．男女の地位

・ 『男性優遇』は、すべての質問項目で、女性は男性よりも多い。

・ 「政治の場」「社会通念、習慣、しきたりなど」は、『男性優遇』が男女ともに70％以上。

・ 「家庭生活」「法律や制度上」では、『男性優遇』は、女性が男性よりも10ポイント以上上回っている。
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性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

市町村長や
地方自治体
（県・市町村）
の議員

自治会長、
町内会長

職場の管理職

ＰＴＡ会長、
子ども会長

県や市町村の
審議会や委員
会のメンバー

引き
受ける 断る

積極的に
引き受ける

なるべく
引き受ける

なるべく
断る

絶対に断る 無回答

1.4

1.6

16.3

18.7

45.3

46.9

33.9

30.5

3.2

2.3

0% 25% 50% 75% 100%

0.9

2.3

13.3

19.8

42.6

46.4

40.0

29.5

3.2

2.0

30.6

42.7

41.1

25.9

19.4

12.9

3.2

2.2

5.9

16.3

1.8

6.4

17.5

26.4

42.2

41.9

35.2

23.0

3.2

2.3

1.6

4.8

8.1

18.3

32.7

35.7

54.3

39.3

3.2

2.0

17.7 79.2

20.3 77.4

14.2 82.6

22.1 75.9

36.5 60.5

59.0 38.8

19.3 77.4

32.8 64.9

9.7 87.0

23.1 75.0

●役職や公職に就くことについて

・ 『断る』は、すべての質問項目で、女性は男性よりも多い。

・ 「職場の管理職」は、『断る』が男女とも最も少なく、女性（60.5%）と男性（38.8%）の差が最も大きい。
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性
別

女  性
（N=1,142）

全  体
（N=2,005）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=794）

全  体
（N=1,395）

男  性
（N=601）

全国調査全体
（N=2,645）

0% 25% 50% 75% 100%

同感する ある程度
同感する

あまり
同感しない

同感しない 無回答

賛成派 反対派

賛成派 反対派0% 25% 50% 75% 100%

0% 25% 50% 75% 100%

賛  成 どちらかと
いえば賛成

どちらかと
いえば反対

反 対 わからない

女性：18～29歳
（N=118）

女性：30～39歳
（N=169）

女性：40～49歳
（N=208）

女性：50～59歳
（N=235）

女性：60～69歳
（N=269）

女性：70歳以上
（N=135）

賛成派 反対派

男性：18～29歳
（N=76）

男性：30～39歳
（N=99）

男性：40～49歳
（N=163）

男性：50～59歳
（N=150）

男性：60～69歳
（N=229）

男性：70歳以上
（N=137）

同感する ある程度
同感する

あまり
同感しない

同感しない 無回答

性
・
年
齢
別

今回調査

前回調査
平成26年

5.2

7.0

35.5

36.0

34.9

31.6

30.6

32.9

25.1

26.4

23.5

2.5

3.2

1.7

7.6

7.1

8.3

39.9

36.9

43.9

31.5

33.1

29.5

20.0

22.0

17.3

0.9

0.9

1.0

3.9

40.7 56.7

35.0 59.8

39.9 57.0

41.9 56.4

47.5 51.5

44.0 55.1

52.2 46.8

7.5 27.5 36.6 23.2 5.2

28.8

35.5

38.5

34.0

39.0

37.0

25.4

29.0

35.1

28.9

31.6

29.6

38.1

31.4

22.1

27.2

22.7

22.2

3.4

3.0

3.8

5.5

3.7

3.7

4.2

1.2

0.5

4.3

3.0

7.4

18.4

23.2

38.0

33.3

41.0

39.4

47.4

35.4

31.3

34.0

30.1

29.9

28.9

28.3

23.3

27.3

21.0

16.8

1.3

3.0

3.1

0.7

2.2

-

3.9

10.1

4.3

4.7

5.7

13.9

32.2 63.5

38.5 60.4

42.3 57.2

39.5 56.1

42.7 54.3

40.7 51.8

22.3 76.3

33.3 63.7

42.3 54.6

38.0 61.3

46.7 51.1

53.3 46.7

３．性別役割分担意識

・ 「男は仕事、女は家庭」という考え方については、『反対派』が男女ともに50％以上。

・ 男性の『反対派』は、前回調査よりも約10ポイント増加。

・ 全国調査と比較すると、『反対派』は3.1ポイント下回っている。

・ 『反対派』を年齢別でみると、男女とも若い層で多く、男性の18～29歳は76.3％、30代も63.7％で、

  どちらの年齢層も女性を上回っている。
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性
別

女  性
（N=1,142）

全  体
（N=2,005）

男  性
（N=860）

女  性
（N=794）

全  体
（N=1,395）

男  性
（N=601）

今回調査

前回調査
平成26年

0% 25% 50% 75% 100%

女性 ： 配偶者（パートナー）
（N=717）

男性 ： 配偶者（パートナー）
（N=596）

女性 ： 配偶者（パートナー）
がいる （N=565）

男性 ： 配偶者（パートナー）
がいる

がいる

がいる

（N=461）

自分 パートナー 自分・パート
ナー同程度

その他
の家族

無回答該当しない

自分 パートナー 自分・パート
ナー同程度

その他
の家族

無回答該当しない

自分 パートナー 自分・パート
ナー同程度

その他
の家族

無回答該当しない

今回調査

前回調査
平成26年

0% 25% 50% 75% 100%

0% 25% 50% 75% 100%

女性 ： 子どもがいる
（N=774）

男性 ： 子どもがいる
（N=567）

性
別

78.4
2.3

14.1

22.3

1.1

0.7

-

1.0

2.6

1.2

3.8

72.5

83.4

5.0

3.0

74.6

12.0

18.4

0.9

0.4

0.4

0.7

0.4

0.9

20.4

30.5

7.2

9.9
1.8

20.6

38.1

36.3

40.4

4.1

4.3

3.8

25.4

24.6

26.6

2.1

2.6

1.3

22.9

34.0

8.3

9.0
2.3

18.0

37.1

32.3

43.4

2.6

1.6

3.8

25.5

27.0

23.7

2.8

2.9

2.8

58.7
2.1

1.7

49.0

32.7

41.6

0.1

0.4

3.5

4.8

3.4

2.1

４．家庭生活

・ 配偶者（パートナー）がいる人で「炊事、掃除、洗濯などの家事」を主にしている人は、女性は『自分』

　が78.4％、男性は『パートナー』が72.5％。

・ 「親の介護」は、女性は『自分』が34.0％、男性は『自分・パートナー同程度』が43.4％。

・ 「育児・子どものしつけ」は、女性は『自分』が58.7％、男性は『パートナー』が49.0％。

●「炊事、掃除、洗濯などの家事」の役割分担

●「親の介護」の役割分担

●「育児・子どものしつけ」の役割分担
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0% 35% 70%

0% 35% 70%0%35%70%

＜前回調査（平成26年）＞ ＜今回調査＞

ずっと職業をもっている方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きく
なったら再び職業をもつ方がよい
結婚するまで職業をもち、
あとはもたない方がよい

子どもができるまで職業をもち、
あとはもたない方がよい

女性は職業をもたない方がよい

その他

わからない

無回答

62.6 

27.2 

0.8 

0.7 

0.4 

4.6 

3.4 

0.2 

54.1 

28.5 

1.5 

4.5 

0.3

5.5

4.8 

0.8 

52.0 

34.0 

1.5 

2.4 

0.3 

4.2 

4.8 

0.9 

45.4 

36.9 

2.8 

4.3 

0.5 

4.8 

4.2 

1.0 

0%35%70%

＜前回調査（平成26年）＞ ＜今回調査＞

【就労継続】

【M字型就労】

【M字型就労】

【専業主婦志向】

【回答は１つ】

女性（Ｎ=794）

男性（Ｎ=601）
【回答は１つ】

女性（Ｎ=1,142）

男性（Ｎ=860）

ずっと職業をもっている

子どもができて職業をやめ、
大きくなって再び職業をもった
結婚するまで職業をもっていたが、

あとはもっていない
子どもができるまでは、職業を
もっていたが、あとはもっていない

職業をもったことがない

その他

わからない

無回答

46.8

27.5

7.1

6.1

1.5

5.2

3.2

2.6

38.5

28.8

10.7

7.1

2.2

4.9

6.7

1.0

40.8

27.1

12.2

7.2

2.1

3.8

2.3

4.5

42.6

22.3

17.6

7.0

2.5

2.3

4.2

1.5

【就労継続】

【専業主婦】

【回答は１つ】

女性（Ｎ=794）

男性（Ｎ=601）
【回答は１つ】

女性（Ｎ=1,142）

男性（Ｎ=860）

５．職業

・ 女性が職業をもつことについての考え方は、「ずっと職業をもっているほうがよい(就労継続)」は、

女性は62.6％、男性は54.1%で、前回調査よりも男女ともに約10ポイント増加。

・ 「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつほうがよい」は、男女ともに30%を

下回り、前回調査よりも女性は6.8ポイント、男性は8.4ポイント減少。

・ 現実の女性の働き方は、男女とも「ずっと職業をもっている（就労継続）」が最も多く、前回調査より

　も女性は６ポイント増加、男性は4.1ポイント減少。

 ・考え方と現実を比較すると『就労継続』は、男女とも「現実」の方が15ポイント以上下回っている。

●女性が職業をもつことについての考え方

●現実の女性の働き方
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0% 30% 60%

0% 25% 50%0%25%50%

＜前回調査（平成26年）＞ ＜今回調査＞

育児休業や短時間勤務などの仕事と
家庭が両立できる制度を充実する

仕事と家庭が両立できる制度が
利用しやすい職場の雰囲気づくりをする

結婚したり出産したりすると勤めにくい
ような慣習を改める

結婚・出産・介護などの都合で
いったん退職した女性のための
再雇用制度を普及、促進する

賃金の男女格差を改める

労働時間の短縮や在宅勤務の
普及など、多様な働き方の見直し

を進める

残業や休日出勤を前提とした
働き方を改める

女性の能力を正当に評価し、
積極的に管理職に登用する

男性の家事・育児・介護などへの
参加を促すための啓発をする

昇進・昇格の男女格差を改める

*
*
*

*前回調査ではなかった項目

職場に取得しやすい雰囲気がないから

取ると仕事上周囲の人に迷惑がかかるから

経済的に困るから

取ると人事評価や昇給に悪い影響があるから

周囲に取得した男性がいないから

仕事が忙しいから

57.5

38.7

27.0

21.4

19.7

13.6

44.7

48.3

27.6

13.8

15.0

20.8

【回答は3つまで】

女性（Ｎ=794）

男性（Ｎ=601）

全体（Ｎ=1,395）

【回答は3つまで】

女性（Ｎ=1,142）

男性（Ｎ=860）

全体（Ｎ=2,005）

【回答は2つまで】

女性（Ｎ=1,142）

男性（Ｎ=860）

43.5

35.6

34.9

28.9

25.2

22.8

18.6

18.6

16.5

14.1

45.4

37.1

34.9

27.1

23.8

24.3

18.9

16.9

20.5

12.4

41.3

33.7

34.9

31.2

27.0

20.9

18.3

20.8

11.2

16.3

43.0

33.3

32.8

32.1

19.1

17.4

16.6

11.9

13.0

42.3

35.6

34.6

30.7

17.9

20.5

12.6

15.2

10.5

43.9

30.1

30.4

33.9

20.6

13.3

22.0

7.5

16.3

●女性が働き続けるために必要なこと（上位１０項目）

６．働き続けるために必要なこと

・ 「育児休業や短時間勤務などの仕事と家庭が両立できる制度を充実する」(43.5％)が最も多く、

   次いで「仕事と家庭が両立できる制度が利用しやすい職場の雰囲気づくりをする」(35.6%)、

 「結婚したり出産したりすると勤めにくいような慣習を改める」（34.9%）の順。

・ 「男性の家事・育児・介護などへの参加を促すための啓発をする」では、女性（20.5%）と男性

　（11.2％）の差が最も大きい。

・ 前回調査と比較すると、全体では「賃金の男女格差を改める」が6.1ポイント、「働き方の見直しを

　進める」は5.4ポイント増加。

●男性が育児休業を取得しない（できない）理由（上位6位）

・ 「取ると仕事上周囲の人に迷惑がかかるから」が、男性は48.3％と最も多い。

・ 「職場に取得しやすい雰囲気がないから」は、女性は57.5％と最も多く、男性は44.7％と２番目に多い。



8

0% 25% 50%

0% 25% 50%

責任のある役割を引き受けたがらない
女性が多いから

自治会の円滑な運営には男性自治会長が
望ましいと考えている地域が多いから

家族の理解や協力を得られない女性が
多いから

慣例で役員を男性に限定している地域が
多いから

女性の能力が正当に評価されていないから

ふさわしい女性人材の発掘が難しい地域が
多いから

さまざまな立場の人が参加しやすいよう、
活動時間帯を工夫する

育児や介護を支援するための施策を
充実させる

男性中心の社会通念や慣習を改めるための
啓発活動を実施する

家族が家事・育児を分担する

女性のリーダーを養成するための講座や
セミナーを開催する

【回答は2つまで】

女性（Ｎ=1,142）

男性（Ｎ=860）

【回答は2つまで】

女性（Ｎ=1,142）

男性（Ｎ=860）

41.5

36.1

25.6

19.1

12.2

8.7

41.6

30.1

24.1

20.7

14.1

9.7

47.5

38.4

21.5

27.3

17.7

44.4

34.0

32.3

20.7

18.0

●自治会役員に女性が少ない理由（主なもの）

７．地域活動

・ 「責任のある役割を引き受けたがらない女性が多いから」が男女とも最も多く、約40％。

・ 「自治会の円滑な運営には男性自治会長が望ましいと考えている地域が多いから」が次に多く、

女性（36.1％）と男性（30.1％）の差が最も大きい。

●地域の女性リーダーを増やすために必要なこと（主なもの）

・ 「さまざまな立場の人が参加しやすいよう、活動時間帯を工夫する」が男女とも40％以上。

・ 「男性中心の社会通念や慣習を改めるための啓発活動を実施する」は、男性（32.3%）が女性（21.5%）

を１０.8ポイント上回り、差が最も大きい。
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性
別

女  性
（N=1,142）

全  体
（N=2,005）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

全  体
（N=2,005）

男  性
（N=860）

0% 25% 50% 75% 100%

0% 25% 50% 75% 100%

法律の名前も、
その内容も
知っている

法律の名前は
知っているが、
内容はよく知らない

法律がある
ことを知らなかった

無回答

無回答０割 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割以上

6.7

5.8

8.0

43.8

40.6

48.3

46.7

50.7

41.2

2.7

2.9

2.6

0.4

0.6

0.2

4.9

3.8

6.5

7.8

6.6

9.5

17.0

15.9

18.0

22.6

24.4

20.3

39.7

40.5

38.7

2.1

2.3

2.0

5.4

6.0

4.7

●政治分野における男女共同参画の推進に関する法律（平成30年５月公布）の認知

８．政治分野における男女共同参画

・ 「法律の名前も、その内容も知っている」は男女とも10％未満。

・ 「法律があることを知らなかった」は、女性が50.7%、男性が41.2%。

●地方議会における女性議員の理想の割合

・ 理想の割合は、「５割」（39.7%）が最も多く、次いで「４割」（22.6%）、「3割」（17.0％）の順。
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あった

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=310）

男  性
（N=109）

0% 25% 50% 75% 100%

0% 25% 50% 75% 100%

25% 50% 75% 100%

全くない １、２度あった 無回答何度もあった

相談した どこ（だれ）にも
相談しなかった

無回答

全くない １、２度あった 無回答何度もあった

①身体に対する暴力を受けた
【身体的暴力】

①～③のいずれか１つで
も暴力を受けた（まとめ）

②精神的な嫌がらせを受け
た、あるいは、恐怖を感じるよ
うな脅迫を受けた

【精神的暴力】

③嫌がっているのに性的な
行為を強要された、あるい
は避妊を拒否された、ある
いは中絶を強要された

【性的暴力】

19.6

8.5

15.2

6.9

12.4

1.5

27.1

12.7

77.3

85.6 7.7

14.5
5.1

0.8
3.1

5.9

81.6

86.6

9.4 5.8
1.2

3.2

6.55.7

84.0

91.4

8.4
1.0

4.0

0.5
3.6

7.1

69.9

81.4
2.1

3.0

5.9

18.3 8.8

10.6

34.2

24.8

59.7

67.0

6.1

8.3

●被害経験の有無

９．DV（配偶者や交際相手からの暴力）

・ 女性は、「身体的暴力」（19.6%）が最も多く、次いで「精神的暴力」（15.2％）、「性的暴力」（12.4％）の順。

・ 男性も、「身体的暴力」（8.5％）が最も多く、次いで「精神的暴力」（6.9％）、「性的暴力」（1.5％）の順。

・ 「これらの暴力のいずれか一つでも受けたことがある」は、女性は27.1％、男性は12.7％。

●相談の有無と相談しなかった理由

(相談の有無)

・ 被害経験がある人で、「相談した」は、女性では34.2％、男性は24.8％。

・ 誰にも相談しなかった理由は、男女とも「相談するほどのことではないと思ったから」が最も多く、

  男性では61.6％。

・ 「相談してもむだだと思ったから」は男女とも約30%、「自分にも悪いところがあると思ったから」は

  男性で38.4％。
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0% 35% 70%

0% 25% 50% 75% 100%

0% 25% 50% 75% 100%

相談するほどのことではないと思ったから

相談してもむだだと思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

自分さえがまんすればなんとかこのまま
やっていけると思ったから

恥ずかしくてだれにも言えなかったから
子どものためにがまんするしかないと

思ったから

他人を巻き込みたくなかったから

どこ（だれ）に相談してよいのか
わからなかったから

知っている 知らない 無回答

言葉も、その内容も
知っている

言葉があることは
知っているが、
内容はよく知らない

言葉があることを
知らなかった

無回答

【回答はいくつでも】

女性（Ｎ=185）

男性（Ｎ=73）

性
別

女  性
（N=1,142）

全  体
（N=2,005）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=1,142）

男  性
（N=860）

性
別

女  性
（N=794）

男  性
（N=601）

性
別

女  性
（N=794）

男  性
（N=601）

全  体
（N=1,395）

今回調査

前回調査
平成26年

全  体
（N=2,005）

全  体
（N=1,395）

今回調査

前回調査
平成26年

37.8

31.4

24.9

29.2

23.2

19.5

9.2

7.6

61.6

30.1

38.4

23.3

20.5

13.7

21.9

16.4

74.7

79.2

68.8

20.3

16.9

24.8

4.9

3.9

6.4

66.7

69.3

63.4

27.9

25.2

31.4

5.4

5.5

5.2

33.8

37.0

29.8

27.6

25.8

29.9

32.6

31.7

33.7

6.0

5.5

6.6

35.4

35.5

35.3

26.5

26.6

26.5

30.8

30.7

30.9

7.2

7.2

7.3

●DVの相談窓口の認知

・ 相談窓口の認知は、女性は79.2％、男性は68.8％。

・ 前回調査と比較すると、男女ともに認知度は上昇。

●デートDV（交際相手からの暴力）の認知

・ 「言葉も、その内容も知っている」が女性は37.0％、男性29.8％。

・ 男性では、前回調査よりも「言葉も、その内容も知っている」は低下。

（相談しなかった理由（主なもの））
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0% 40% 80%

0% 40% 80%

0% 40% 80%

0% 40% 80%

専門家による相談
（医師・臨床心理士・弁護士など）

相談員が女性

夜間受付の相談

相談員が男性

無回答

専門家による相談
（医師・臨床心理士・弁護士など）

相談員が女性

夜間受付の相談

相談員が男性

無回答

専門家による相談
（医師・臨床心理士・弁護士など）

相談員が女性

夜間受付の相談

相談員が男性

無回答

専門家による相談
（医師・臨床心理士・弁護士など）

相談員が女性

夜間受付の相談

相談員が男性

無回答

①自身のメンタルヘルス、
ストレス

②育児、子どもの教育

③家族やパートナー
など身近な人との間に
起きた問題

④介護

【回答はいくつでも】

女性（Ｎ=1,142）

男性（Ｎ=860）

【回答はいくつでも】

女性（Ｎ=1,142）

男性（Ｎ=860）

【回答はいくつでも】

女性（Ｎ=1,142）

男性（Ｎ=860）

【回答はいくつでも】

女性（Ｎ=1,142）

男性（Ｎ=860）

64.1

46.0

13.9

2.1

10.2

70.2

14.0

16.7

12.0

12.3

53.7

46.6

12.3

4.6

13.1

57.7

28.4

14.4

9.7

15.3

61.6

40.5

14.4

5.1

11.0

68.6

16.2

14.9

10.9

12.8

70.1

36.3

15.0

5.2

9.4

73.6

18.1

15.3

7.9

11.4

10．悩みを相談する体制

・ 悩みの相談体制は、いずれの悩みも男女とも「専門家による相談（医師・臨床心理士・弁護士など）」

　が最も多く、特に「自身のメンタルヘルス、ストレス」「介護」が、70％前後と多い。

・ 女性は、いずれの悩みも「相談員が女性」が次に多く、40％前後。

・ 男性は、 いずれの悩みも「相談員が男性」よりも「相談員が女性」の方が、 約２～19ポイント上回っ

　ている。
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0% 35% 70%

育児や介護中であっても
仕事が続けられるよう支援する

労働時間の短縮や在宅勤務の普及など、
多様な働き方の見直しを進める

保育の施設・サービスや、高齢者や病人の
施設や介護サービスを充実する

育児や介護などでいったん仕事を辞めた人の
再就職を支援する

学校教育や職場、地域などの各分野において、
男女平等と相互の理解について学習機会を充実する

男性が家事、育児、介護、地域活動に
参加していくよう啓発や情報提供を行う

セクシャル・ハラスメントやパワー・ハラスメント
防止の取組みを強化する

従来、女性が少なかった分野（研究者など）への
女性の進出を支援する

女性が能力を伸ばし、自立できるような
教育・学習の場を充実する

国・地方公共団体の審議会委員や管理職など、
政策決定の場に女性を積極的に登用する

国・県・市町村の担当窓口が連携を強化する

男女共同参画センターにおける情報提供、相談、
調査研究、自主活動支援などの機能を充実する

男女の平等と相互の理解や協力について
広報・ＰＲする

【回答は5つまで】

女性（Ｎ=1,142）

男性（Ｎ=860）

全体（Ｎ=2,005）

53.5

49.5

47.1

44.6

37.2

20.5

20.0

15.9

14.3

13.2

10.8

10.2

10.1

56.7

49.4

53.1

44.0

34.4

23.1

19.7

15.0

16.0

12.8

9.8

8.8

9.7

49.3

49.9

39.4

45.5

40.9

17.1

20.5

17.2

12.1

13.7

12.2

12.1

10.7

●男女共同参画社会を実現するために必要な施策（上位１３項目）

11．男女共同参画社会の実現

・「育児や介護中であっても仕事が続けられるよう支援する」（53.５%）が最も多く、次いで「多様な働

き方の見直しを進める」（49.5%）「保育や介護の施設・サービスを充実する」（47.1%)の順。

・男女別では、女性は「保育や介護の施設・サービスを充実する」が53.1％で、男性よりも13.7ポイント

上回っており、男性は「男女平等と相互理解について学習機会を充実する」が40.9%で、女性よりも

6.5ポイント上回っている。
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